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ポインセチア

相続税の課税方式には、遺産の総額に対して課税する遺産課税方式と個々の相続人が相続
した遺産に対して課税する遺産取得課税方式があります。わが国の課税方式は、両方式を折
衷したような、法定相続分を考慮した遺産取得課税方式になっていますが、来年度税制改正
で見直される予定です。

相続税の課税方式

国　税／給与所得者の年末調整

今年最後の給与を支払う時

国　税／給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

及び保険料控除申告書の提出

今年最後の給与を支払う前日

国　税／11月分源泉所得税の納付 12月10日

国　税／10月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 1月5日

国　税／4月決算法人の中間申告 1月5日

国　税／1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月5日

地方税／固定資産税・都市計画税（第3期分）の納付

市町村の条例で定める日

労　務／健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支

払届 支払後5日以内

（師走）December

23日・天皇誕生日12月

ワン
ポイント

日 月 火 水 木 金 土

・ 1 2 3 4 5 6

7 8 9 10 11 12 13

14 15 16 17 18 19 20

21 22 23 24 25 26 27

28 29 30 31 ・ ・ ・

◆ 12月の税務と労務



使
用
者
は
労
働
者
に
時
間
外
労
働
、

休
日
労
働
ま
た
は
深
夜
労
働
を
さ
せ
た

場
合
に
は
割
増
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

時
間
外
労
働
と
は
、
法
定
労
働
時
間

（
一
日
八
時
間
）
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る

こ
と
を
い
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
一

日
の
所
定
労
働
時
間
（
会
社
が
決
め
た

労
働
時
間
）
が
七
時
間
の
会
社
は
、
所

定
外
労
働
時
間
（
法
定
労
働
時
間
に
達

す
る
ま
で
の
一
時
間
）
に
つ
い
て
は
通

常
の
賃
金
を
支
払
え
ば
足
り
ま
す
。

深
夜
労
働
は
午
後
一
〇
時
か
ら
翌
朝

五
時
ま
で
の
間
に
労
働
さ
せ
た
場
合
、

休
日
労
働
は
週
一
日
ま
た
は
四
週
四
日

の
法
定
休
日
に
労
働
さ
せ
た
場
合
を
い

い
ま
す
。

以
下
、
事
業
主
が
、
時
間
外
労
働
等

を
さ
せ
る
場
合
の
割
増
賃
金
率
な
ど
留

意
し
た
い
点
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

■
法
定
増
割
賃
金
率

割
増
賃
金
率
は
、
時
間
外
労
働
に
つ

い
て
は
二
五
％
以
上
、
休
日
労
働
は
三

五
％
以
上
、
時
間
外
労
働
が
深
夜
帯
に

及
ぶ
場
合
に
は
五
〇
％
以
上
、
休
日
労

働
が
深
夜
に
及
ぶ
場
合
は
六
〇
％
以
上

で
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、

休
日
労
働
が
八
時
間
を
超
え
て
も
、
深

夜
業
に
該
当
し
な
け
れ
ば
三
五
％
以
上

で
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

割
増
賃
金
の
算
定
基
礎
賃
金
の
一
時

間
当
た
り
の
額
は
、「
算
定
か
ら
除
外
す

べ
き
手
当
」
を
除
外
し
た
上
で
、
次
の

計
算
式
か
ら
求
め
ま
す
。

（
基
本
給
及
び
諸
手
当
の
一
時
間
当
た
り

の
単
価
）
×
時
間
外
ま
た
は
休
日
労
働

時
間
数
×
一
・
二
五
ま
た
は
一
・
三

五
＋
深
夜
労
働
時
間
数
×
〇
・
二
五

■
算
定
か
ら
除
外
す
べ
き
手
当

割
増
賃
金
の
算
定
か
ら
除
外
す
べ
き

手
当
と
し
て
、
次
の
も
の
が
あ
り
ま
す
。

①
　
家
族
手
当

扶
養
家
族
数
な
ど
を
基
礎
と
す
る
家

族
手
当
額
を
基
準
と
し
て
算
出
し
た
手

当
を
い
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
扶
養

家
族
数
に
関
係
な
く
一
律
に
支
給
す
る

手
当
や
一
家
を
扶
養
す
る
人
に
対
し
、

基
本
給
に
応
じ
て
支
払
わ
れ
る
手
当
は

こ
こ
で
い
う
家
族
手
当
に
該
当
し
ま
せ

ん
。

②
　
通
勤
手
当

通
勤
距
離
ま
た
は
通
勤
に
要
す
る
実

際
の
費
用
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
手

当
を
い
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
一
定

額
ま
で
は
距
離
に
関
係
な
く
一
律
に
支

給
す
る
よ
う
な
場
合
は
、
実
際
の
距
離

に
よ
ら
な
い
一
定
額
の
部
分
は
通
勤
手

当
に
該
当
し
ま
せ
ん
の
で
、
割
増
賃
金

の
基
礎
に
算
入
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

③
　
別
居
手
当
、
④
子
女
教
育
手
当

家
族
手
当
や
通
勤
手
当
と
同
じ
よ
う

に
労
働
と
直
接
的
な
関
係
が
薄
く
個
人

的
事
情
に
基
づ
い
て
支
給
さ
れ
て
い
る

賃
金
で
あ
る
た
め
除
外
し
ま
す
。

⑤
　
住
宅
手
当
　

住
宅
に
要
す
る
費
用
（
賃
貸
住
宅
は

賃
貸
の
た
め
に
、
持
家
は
住
宅
の
購
入
、

管
理
等
の
た
め
に
必
要
な
費
用
）
に
応

じ
て
算
定
さ
れ
る
手
当
を
い
い
ま
す
。

た
と
え
ば
、
賃
貸
住
宅
居
住
者
に
は

家
賃
の
一
定
割
合
、
持
家
居
住
者
に
は

ロ
ー
ン
月
額
の
一
定
割
合
を
支
給
す
る

よ
う
な
場
合
は
、
算
定
の
基
礎
に
含
め

る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
賃
貸
住
宅

居
住
者
に
は
二
万
円
、
持
家
居
住
者
に

は
一
万
円
を
支
給
す
る
と
い
う
よ
う
に

一
律
に
定
額
で
支
給
す
る
よ
う
な
も
の
、

全
員
に
一
律
に
定
額
で
支
給
す
る
よ
う

な
も
の
は
算
定
の
基
礎
に
含
め
ま
す
。

⑥
　
臨
時
に
支
払
わ
れ
た
賃
金

臨
時
的
、
突
発
的
事
由
に
基
づ
い
て

支
払
わ
れ
た
も
の
、
結
婚
手
当
等
支
給

条
件
は
予
め
確
定
さ
れ
て
い
る
が
、
支

給
事
由
の
発
生
が
不
確
定
で
あ
り
、
か

つ
、
非
常
に
稀
に
発
生
す
る
も
の
を
い

い
、
具
体
的
に
は
、
私
傷
病
手
当
、
加

療
見
舞
金
、
退
職
金
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

⑦

一
カ
月
を
超
え
る
期
間
ご
と
に
支

払
わ
れ
る
賃
金

ア

賞
与
に
準
ず
る
性
格
を
有
し
、

一
カ
月
を
超
え
る
期
間
の
出
勤
成

績
に
よ
っ
て
支
給
さ
れ
る
精
勤
手

当
イ

一
カ
月
を
超
え
る
一
定
期
間
の

継
続
勤
務
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る

勤
続
手
当

ウ

一
カ
月
を
超
え
る
期
間
に
わ
た

る
事
由
に
よ
っ
て
算
定
さ
れ
る
奨

励
加
給
ま
た
は
能
率
手
当

■
賃
金
の
計
算
額

割
増
賃
金
の
基
礎
と
な
る
通
常
の
労

働
時
間
ま
た
は
労
働
日
の
賃
金
の
計
算

額
と
は
、
次
の
方
法
に
よ
り
計
算
し
た

一
時
間
あ
た
り
の
賃
金
額
に
、
時
間
外

労
働
、
休
日
労
働
ま
た
は
深
夜
労
働
の

時
間
数
を
掛
け
た
額
で
す
。

①
　
時
間
給
　

時
間
に
よ
っ
て
定
め
た
賃
金
に
つ
い

て
は
、
そ
の
額

12月号 2



3 12月号

②
　
日
　
給
　

日
に
よ
っ
て
定
め
た
賃
金
に
つ
い
て

は
、
そ
の
額
を
一
日
の
所
定
労
働
時
間

数
（
変
形
労
働
時
間
制
を
と
る
場
合
や

平
日
の
所
定
労
働
時
間
は
八
時
間
で
あ

る
が
、
土
曜
日
の
み
四
時
間
で
あ
る
な

ど
の
よ
う
に
、
日
に
よ
っ
て
所
定
労
働

時
間
数
が
異
な
る
と
き
は
、
一
週
間
に

お
け
る
一
日
平
均
所
定
労
働
時
間
数
）

で
割
っ
た
額

③
　
週
　
給
　

週
に
よ
っ
て
定
め
た
賃
金
に
つ
い
て

は
、
そ
の
額
を
週
に
お
け
る
所
定
労
働

時
間
数
（
週
に
よ
っ
て
所
定
労
働
時
間

数
が
異
な
る
と
き
は
、
四
週
間
に
お
け

る
一
週
平
均
所
定
労
働
時
間
数
）
で
割

っ
た
額

④
　
月
　
給

月
に
よ
っ
て
定
め
た
賃
金
に
つ
い
て

は
、
そ
の
額
を
月
に
お
け
る
所
定
労
働

時
間
数
（
月
に
よ
っ
て
所
定
労
働
時
間

数
が
異
な
る
と
き
は
、
一
年
間
に
お
け

る
一
月
平
均
所
定
労
働
時
間
数
）
で
割

っ
た
額

⑤
　
請
負
給

出
来
高
払
制
そ
の
他
の
請
負
に
よ
っ

て
定
め
た
賃
金
に
つ
い
て
は
、
そ
の
賃

金
算
定
期
間
（
賃
金
締
切
日
が
あ
る
場

合
は
、
賃
金
締
切
期
間
）
に
お
い
て
出

来
高
払
制
そ
の
他
の
請
負
制
に
よ
っ
て

計
算
し
た
賃
金
の
総
額
を
そ
の
賃
金
算

定
期
間
に
お
け
る
総
労
働
時
間
数
で
割

っ
た
額

⑥

賃
金
が
前
記
の
二
以
上
か
ら
な
る

場
合

そ
の
部
分
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
前

記
の
方
法
で
計
算
し
た
額
の
合
計
額

⑦

一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を

採
用
し
て
い
る
場
合

時
間
外
労
働
と
な
る
の
は
、
次
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
で
す
。

ア

労
使
協
定
で
所
定
労
働
時
間
が

八
時
間
を
超
え
る
時
間
（
た
と
え

ば
一
〇
時
間
）
と
さ
れ
て
い
る
日

に
つ
い
て
は
そ
の
所
定
労
働
時
間

（
一
〇
時
間
）
を
超
え
た
時
間
、
所

定
労
働
時
間
が
八
時
間
以
内
（
た

と
え
ば
六
時
間
）
と
さ
れ
て
い
る

日
に
つ
い
て
は
八
時
間
を
超
え
た

時
間

イ

労
使
協
定
で
所
定
労
働
時
間
が

四
〇
時
間
を
超
え
る
時
間
と
さ
れ

て
い
る
週
に
つ
い
て
は
そ
の
所
定

労
働
時
間
を
超
え
た
時
間
、
所
定

労
働
時
間
が
四
〇
時
間
以
内
と
さ

れ
て
い
る
週
に
つ
い
て
は
四
〇
時

間
を
超
え
た
時
間
（
ア
で
時
間
外

労
働
と
な
る
時
間
を
除
く
）

ウ

変
形
期
間
に
つ
い
て
は
、
次
の

式
に
よ
っ
て
計
算
さ
れ
る
変
形
期

間
に
お
け
る
法
定
労
働
時
間
の
総

枠
（
四
〇
時
間
×
変
形
期
間
の
週

数
（
変
形
期
間
の
日
数
／
七
日
）

を
超
え
て
労
働
し
た
時
間
）（
ア
ま

た
は
イ
で
時
間
外
労
働
と
な
る
時

間
を
除
く
）

⑧

一
カ
月
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制

を
採
用
し
て
い
る
場
合

時
間
外
労
働
と
な
る
の
は
、
次
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
で
す
。

ア

一
日
に
つ
い
て
は
、
就
業
規
則

等
に
よ
り
一
日
の
法
定
労
働
時
間

を
超
え
る
時
間
を
定
め
た
日
は
そ

の
時
間
、
そ
れ
以
外
の
日
は
一
日

の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
て
労
働

し
た
時
間

イ

一
週
間
に
つ
い
て
は
、
就
業
規

則
等
に
よ
り
週
法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
を
定
め
た
週
は
そ
の

時
間
、
そ
れ
以
外
の
週
は
週
法
定

労
働
時
間
を
超
え
て
労
働
し
た
時

間
（
ア
で
時
間
外
労
働
と
な
る
時

間
を
除
く
）

ウ

変
形
期
間
に
つ
い
て
は
、
変
形

期
間
に
お
け
る
法
定
労
働
時
間
の

総
枠
を
超
え
て
労
働
し
た
時
間

（
ア
ま
た
は
イ
で
時
間
外
労
働
と
な

る
時
間
を
除
く
）

ち
な
み
に
、
一
週
間
の
法
定
労
働
時

間
は
四
〇
時
間
で
す
の
で
、
一
カ
月
を

単
位
と
す
る
場
合
は
、
三
〇
日
の
月
は

一
七
一
・
四
時
間
、
三
一
日
の
月
は
一

七
七
・
一
時
間
、
四
週
を
単
位
と
す
る

場
合
は
一
六
〇
時
間
と
な
り
ま
す
。

こ
の
時
間
は
、
一
カ
月
単
位
の
変
形

労
働
時
間
制
を
採
用
し
た
場
合
に
お
け

る
変
形
期
間
を
通
じ
て
の
法
定
労
働
時

間
と
な
り
ま
す
の
で
、
一
週
及
び
一
日

の
法
定
労
働
時
間
の
枠
内
で
あ
っ
て
も
、

変
形
期
間
を
通
じ
て
こ
の
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え

る
部
分
の
時
間
は
、
時
間
外
労
働
と
な

り
ま
す
。

■
割
増
賃
金
計
算
に
お
け
る
端
数
処
理

以
下
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
労
基
法

上
違
反
と
し
て
は
取
り
扱
わ
れ
ま
せ
ん
。

①

通
常
の
労
働
時
間
ま
た
は
労
働
日

の
一
時
間
あ
た
り
の
賃
金
額
及
び
割

増
賃
金
額
に
円
未
満
の
端
数
が
生
じ

た
場
合
は
、
四
捨
五
入

②

そ
の
月
に
お
け
る
時
間
外
、
休
日
、

深
夜
の
総
労
働
時
間
数
に
一
時
間
未

満
の
端
数
が
あ
る
場
合
に
は
、
三
〇

分
の
端
数
を
切
り
捨
て
、
そ
れ
以
上

は
一
時
間
に
切
上
げ

③

前
記
に
よ
り
計
算
し
た
そ
の
月
分

の
割
増
賃
金
の
合
計
額
に
円
未
満
の

端
数
が
生
じ
た
場
合
は
、
四
捨
五
入
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パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
が
改
正
さ
れ
、

事
業
主
に
は
、通
常
の
労
働
者
（
雇
用
契

約
期
間
の
定
め
が
な
い
等
の
要
件
を
満

た
し
た
、
い
わ
ゆ
る
正
社
員
の
こ
と
）へ

の
転
換
を
推
進
す
る
た
め
、パ
ー
ト
労
働

者
に
つ
い
て
一
定
の
措
置
を
講
ず
る
こ

と
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
。

た
と
え
ば
、
正
社
員
へ
の
転
換
制
度

を
導
入
し
た
場
合
、
改
め
て
「
試
用
期

間
」
を
設
け
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
か

否
か
が
問
題
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
点

に
つ
い
て
は
法
的
な
定
め
は
あ
り
ま
せ

ん
。
し
か
し
、
試
用
期
間
は
、
労
働
者

を
本
採
用
す
る
前
に
試
験
的
に
雇
用

し
、
能
力
、
性
格
、
勤
務
態
度
等
適
性

を
総
合
的
に
評
価
・
判
断
す
る
た
め
の

期
間
で
す
の
で
、
そ
の
目
的
か
ら
す
る

と
、
正
社
員
へ
の
転
換
前
と
転
換
後
の

職
務
が
変
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労働基準法では、労働契約を締結する際ま
たはその後に、「労働すること」を条件とし
て事業主から金銭を借り入れ、将来の賃金か
ら弁済することを条件とするいわゆる前借金
と賃金を相殺することを禁止しています。
ただし、前借金自体を禁止しているわけで

はありませんので、労働者からの申出により、
生活必需品の購入等生活資金を貸し付け、こ
の貸付金を賃金から分割控除する場合におい
ても、貸付の原因、期間、金額、金利の有無
等を総合的に判断して労働することが条件と
されていないことが明白な場合には、前借金
の相殺にはあたらないとされています。
また、高額で返済期間も相当長い住宅建設

資金の融資等についても、①労働者の便宜の
ためであり、②労働者の申出に基づくもので
あって、③貸付金額も１カ月の賃金または退
職金等により返済できる範囲内にあり、④返
済前でも退職できることなど労働者の足留策
や強制労働として身体的拘束を伴わないこと
が明らかであれば違法ではありません。

前借金相殺の禁止

半年前に契約期間を１年更新した

パート社員（社会保険には未加入）

が出産します。出産後は職場に復帰

する予定ですが、この育児休業期間中に、な

にか給付は行われますか。

雇用保険の一般被保険者（短時間

労働被保険者を含む）である男女社

員が、満１歳（一定の場合は１歳６

カ月）未満の子を養育するために育児休業を

した場合において、原則として、①その休業

開始日前２年間に、賃金支払基礎日数が11日

以上ある月（過去に基本手当の受給資格の決

定を受けたことがある人については、基本手

当の受給資格決定を受けた後のものに限る）

が通算して12カ月以上あったときには「育児

休業基本給付金」が、②本給付金を受けた被

保険者が、育児休業終了後も資格を喪失せず

６カ月間雇用されたときには、「育児休業者職

場復帰給付金」が支給されます。

ただし、期間を定めて雇用する被保険者に

ついては、前記の他、休業開始時において同

一の事業主の下で１年以上継続して雇用され、

子が１歳になる日を超えて引き続き雇用され

る「見込みがある」（２歳までの間に、労働契

約期間が満了し、かつ、労働契約の更新がな

いことが明らかである被保険者を除く）こと

が必要です。

育児休業給付は、「円滑な職場復帰を援助・

促進すること」を目的のひとつとしています

ので、休業開始時に、休業終了後に離職する

ことが予定されている人には当然支給されま

せんが、雇用が継続されると「見込まれる」

場合は給付の対象となります。

なお、社会保険には加入していないようで

すので、健康保険からの給付（出産育児一時

金、出産手当金）は行われません。

パート社員が出産したとき


